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ゆる PFI法が施行されて以降、図 1の通り、我が国では 2010年 12月 31日現在で、国





PFI法は 1999年の施行以来 8度にわたる改正を重ねてきたが、2011年 6月の「民間
資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部を改正する法律案」
（以下「改正 PFI 法」）がこれまでになく大きな関心を集める背景にあるのは、いわば
閉塞状況にある我が国 PFI 事業の更なる拡大が期待されるからである。改正 PFI 法の
























図 1：PFI の事業数（実施方針公表件数）及び事業費の推移（左：累計、右：単年度）  
出所：内閣府（2010）をもとに筆者作成 
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第２章 改正前の PFI 法における我が国の民間提案制度の問題点 
1. 民間提案制度が活用されなかった 3つの問題点 

















                                                  
1 BOTは“Build Operate Transfer”の略。BOT法は、正式には“An Act Authorizing the Financing, 
Construction, Operation and Maintenance of Infrastructure Projects by the Private Sector and 
for other purposes”（Republic Act No.6957）。 
2 藏田（2011）によれば、公民連携の事業手法の中で、民間提案に基づく方法は、①PFI法に基づく
もの、②市場化テスト法（競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年 6 月 2
日法律第 51 号））に基づくもの、③国・都道府県・市区町村が、法律によらずに実施しているも
の、の 3つに分類されるが、本稿では①の PFI法に基づくものに限定して考察を行っている。 
3 改正前の PFI 法の基本方針は「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施
に関する基本方針（平成 12年 3月 13日 総理府告示第 11号）」。改正 PFI法における基本方針
は、現在基本方針改正案が内閣府より発表されたところである。 
4 改正前の PFI 法においては「提案」ではなく、「発案」という語が使用されている。本稿では、
改正前の PFI法にある「発案」も含めて、「民間提案制度」と統一した表現を用いている。 
5 PFI事業実施プロセスに関するガイドライン（平成 13年 1月 22日（平成 19年 6月 29日改定）） 
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項として基本方針に記された「5原則 3主義」が背景にあると考えられる（表 2）。 
 
























                                                  
6 昭和 22年 3月 31日法律第 35号 
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表 3：排他的な開発権を主張する提案事業者の根拠とその反論 









































































2. Unsolicited Proposalへのアプローチ 
Hodges ら（2007）は、特に提案事業者のインセンティブの観点から、Unsolicited 
Proposal の取扱いについて、3 つのアプローチに大別した上で（表 4）、インセンティ
ブの付与の仕方について、3つの主要なアプローチについて整理をしている（表 5）。 
 
表 4：Unsolicited Proposal へのアプローチの類型 
類型 内容 
























                                                  
10 NCPPP（The National Council for Public-Private Partnership。米国 PPP協会）の Executive 
Directorである Richard Norment氏によると、アメリカのノースカロライナ州では、PPPに関す
る法律は整備されているが、Unsolicited Proposalは認められていないという（2012年 2月 12日
ヒアリング） 
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表 5：Unsolicited Proposal へのアプローチ－類型 3 のインセンティブの付与 









































































































                                                  
11 The right to counter-match 
12 1994年に修正 BOT法（Republic Act No.7718）が制定されている 
13 Department of Public Works and Highways 
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図 2：フィリピンにおける Unsolicited Proposal のプロセス 
 
出所：BOT Center Philippines（2011）をもとに筆者作成 
                                                                                                                                            
14 National Economic Development Agency 
15 約 5.46億円（2012年 2月 8日の為替レートに基づき 1ペソ＝1.82円で計算） 
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17 フィリピンでは図 2 の「提案及び契約の許可」のステージに至って初めて中央政府の管理すると
ころとなるため、Unsolicited Proposalが提出された正確な数字は把握されていない。 
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第４章 改正 PFI 法における民間提案制度 
1. 改正 PFI法における民間提案制度に係る条文 
改正PFI法における民間提案制度は、新設された第5条の2に規定されている（表6）。 
 









第 5条の 2第 1項ではまず、民間事業者は「当該特定事業に係る実施方針を定めるこ
とを提案することができる」ことになっている。これは、PFI事業のプロセスのステッ















                                                  
20 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律施行規則（平成 23 年 11 月 28
日内閣府令第 65号） 第 1条。「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法
律 （以下「法」という。）第 5条の 2第 1項 に規定する内閣府令で定める書類は、特定事業の効
果及び効率性に関する評価の過程及び方法を示す書類とする。」 
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図 3：PFI 事業のプロセス 
 
2. 手続き上の問題点 
第 5条の 2第 1項でいう民間事業者が提出しなければならない 2つ目の「当該特定事
業の効果及び効率性に関する評価の結果を示す書類」は、いわゆるバリュー・フォー・
マネー21（VFM、Value For Money）の計算書類を示していると考えられる。 
杉本ら（2006）によれば、「地方公共団体等では、PFI 実施に際して、PFI に精通し
た外部の PFI専門コンサルタントを雇うことが一般的である。その際の委託費用は、事
                                                  
21 内閣府の定義によれば、PFI 事業における最も重要な概念の一つで、支払（Money）に対して最
も価値の高いサービス（Value）を供給するという考え方のこと。VFMの評価は、PSCと PFI事
業の LCC（Life Cycle Cost）との比較により行う。この場合、PFI事業の LCCが PSCを下回れ


















































































23 Commonwealth of Virginia,“Public-Private Education Facilities and Infrastructure Act of 
2002” 
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3. インセンティブの問題点 



















内閣府（2010）では、PFI の総括として「案件の掘り起こし努力」を PFI の課題の
一つに挙げている（表 8）。また同様に、「わが国の PFI 事業はサービス購入型が大半を
占めている。しかし、現下の厳しい財政下では、将来に亘り公共部門による事業コスト
                                                  














2012年 1月 31日閲覧） 
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含まれるため、WTO ルールの適用外になるのは、基礎自治体、国であれば 6 億 6,000
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29 “Competitive Dialogue”の略で「競争的対話方式」とも呼ばれる。 
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海外における Unsolicited Proposalの事例を参考に、改正 PFI法における民間提案制度
のあり方について検討してきた。改正 PFI法は 2011年に施行され、今後ガイドライン
の整備が進んでいくことから、我が国における民間提案制度を具体的に設計するレベル
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